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議案第１号関係 

 

町税条例の一部を改正する条例 

  

１ 改正の理由 

令和６年能登半島地震災害の被災者の負担軽減を図ることを目的とした、地方税法

の一部を改正する法律（令和６年法律第２号）、地方税法施行令の一部を改正する政令

（令和６年政令第３４号）等が令和６年２月２１日に公布、施行されたこと。 

また、令和６年度税制改革大綱を踏まえた、地方税法等の一部を改正する法律（令

和６年法律第４号）、地方税法施行令の一部を改正する政令（令和６年政令第１３６号）

等が令和６年３月３０日に公布されたことに伴い、当条例の一部を改正するものであ

ります。 

 

２ 主な改正の内容 

⑴ 個人町民税 

① 町民税の減免（第５１条関係） 

  町長が条例に定める減免要件のいずれかに該当することが明らかであり、  

かつ、減免する必要があると認める場合は、職権による減免を可能とする規定を

導入するものです。 

② 令和６年能登半島地震災害に係る雑損控除額等の特例措置（附則第５条の２関

係） 

  令和６年１月１日に発生した能登半島地震により住宅や家財等の資産について 

損失が生じた場合、その損失金額は雑損控除として、本来は令和７年度分個人住 

民税（令和６年分所得）において適用対象とするところでありますが、能登半島

地震は広範囲において生活の基礎となるような家財や生計の手段に甚大な被害が

生じており、かつ発災日が１月１日と令和６年度分個人住民税（令和５年分所得）

の課税期間に極めて近接していることなどから、令和６年度分個人住民税（令和

５年分所得）において、雑損控除の適用対象とすることができる特例を加えるも

のです。 

③ 個人町民税の定額減税の実施（附則第７条の５～８、附則８条第２項、附則第

１６条の３～４、附則第１７条～２０条、附則第２０条の２～３関係） 

令和６年度分の個人住民税所得割から定額減税を実施する旨を規定します。 

また、徴収区分によって税の控除方法が異なるため、その内容についても併せて

規定します。 

ア 定額減税の対象者（次の２つの条件にあてはまる人） 

・令和６年度の個人住民税所得割が課税される人 

・合計所得金額が 1,805 万円以下の人 
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イ 定額減税額 

・納税義務者本人 1 万円 （町民税６，０００円、道民税４，０００円） 

・控除対象配偶者または扶養親族（いずれも国内に住所を有する方に限る） 

１人につき１万円 （町民税６，０００円、道民税４，０００円） 

※注…扶養親族に係る定額減税は、令和7年度分の個人住民税にて実施。 

ウ 特別控除の実施方法 

徴収区分 主な対象者 控除方法 

給与からの 

特別徴収 

給与所得者 令和６年６月分は徴収せず、減税後の年税

額を７月から翌年５月までの 11 か月で徴

収（６月分で控除しきれない場合は、７月

分の税額から順次控除） 

普通徴収 事業所得者等 第１期分（令和６年６月分）から減税額を

控除（第１期分で控除しきれない場合は、

第２期以降の税額から順次控除） 

公的年金から

の特別徴収 

公的年金受給

者 

令和６年 10 月分の年金から減税額を控除

（10 月分で控除しきれない場合は、12 月

分以降の年金から順次控除） 

   エ 財源措置について 

定額減税による減収額は、全額国費（地方特例交付金）で補填されます。 

オ 定額減税しきれない方への対応について 

定額減税の対象者で定額減税可能額が減税前所得割額を上回る（減税しきれ

ない）場合は、その差額を調整給付金として、別途給付いたします。 

   なお、調整給付金の対象となる方には、改めて町からお知らせし、給付時期

は、町民税額の確定後の令和６年夏以降を予定しております。 

 

⑵ 固定資産税 

  ① 固定資産税の減免（第７１条関係） 

 町民税の減免と同様の要件で、職権による減免を可能とする規定を導入するも

のです。 

  ② 新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用申請の特例措置導入 

（附則第１０条の３関係） 

認定長期優良住宅に係る特例について、マンションの区分所有者からの申 

告書の提出がない場合でも、一定の要件に該当する場合には特例を適用でき 

ることとする規定を導入します。  

③ 土地にかかる固定資産税評価額の特例の延長（附則第１１条、附則第１１条の

２）  
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土地に係る固定資産税の評価額は、原則として評価替え年度の評価額を３年間

据え置くこととされています。しかし、地価の下落局面においては第２年度又は

第３年度に係る賦課期日における評価額が評価替え年度の評価額を下回ることと

なり、納税者は、実態の評価額を上回る額に基づく税負担をもとめられることに

なります。  

このような状況を改善するために、平成９年度の税制改正から第２年度と第３

年度においてさらに地価の下落傾向がみられる場合には、市町村長の判断により、

簡易な方法で評価額を修正することができる特例措置が講じられており、今回の

税制改正においても、この特例措置を延長することとします。  

④ 固定資産税（土地）の負担調整措置の延長（附則第１２～１３条関係)  

固定資産税評価額は、平成６年度の税制改正により地価公示価格等の７割を目

処に評価することが決められたことにより、評価額と課税標準額にばらつきが生

じるようになりました。このばらつきを短期間で解消することは、納税者の大き

な負担になることから、平成９年度の税制改正から土地の負担水準に応じた負担

調整措置を講じております。今回の税制改正においても、現行の負担調整措置の

仕組みを令和８年度まで延長することとします。  

 

⑶ その他 

   法律改正に伴う条項の削除、条項ずれの修正及び所要の文言整理を行います。 

 

３ 施行期日 

この条例は、公布の日から施行し、令和６年４月１日から適用します。ただし、次

の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行します。 

⑴ 第５６条の改正規定 【令和７年１月１日】 

⑵ 附則第４条の２を削る改正規定 【公益信託に関する法律（令和6年法律第● 

号）の施行の日】 

⑶ 第３３条の７第１項の改定規定 【公益信託に関する法律（令和6年法律第●

号）の施行の日の属する年の翌年の1月1日】 
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年

交
流

セ
ン

タ
ー

ゼ
ロ

カ
ー

ボ
ン

･
モ

ビ
リ

テ
ィ

導
入

事
業

費

【
事

業
目

的
】

青
少

年
交

流
セ

ン
タ

ー
に

発
電

設
備

や
電

気
自

動
車

等
か

ら
の

余
剰

電
力

の
蓄

電
や

蓄
電

池
か

ら
の

電
力

供
給

を
行

う
エ

ネ
ル

ギ
ー

自
立

型
施

設
の

構
築

を
行

う
。

4
9

継

4
9

継
熊

等
に

よ
る

被
害

対
策

費

【
主

な
増

減
】

工
事

請
負

費
4
0
,
0
0
0
（

青
少

年
交

流
セ

ン
タ

ー
太

陽
光

発
電

設
備

等
整

備
工

事
費

）
備

品
購

入
費

7
,
2
0
0
（

Ｅ
Ｖ

車
輌

購
入

費
）

【
事

業
内

容
等

】
青

少
年

交
流

セ
ン

タ
ー

太
陽

光
発

電
設

備
等

整
備

工
事

に
伴

う
工

事
請

負
費

及
び

Ｅ
Ｖ

車
輌

導
入

に
係

る
車

輌
購

入
費

の
追

加
。

教
育

委
員

会
事

務
局

（
学

校
教

育
）

議
案

ペ
ー

ジ
事

務
・

事
業

予
算

名

【
事

業
目

的
】

ヒ
グ

マ
、

エ
ゾ

シ
カ

及
び

キ
ツ

ネ
等

の
鳥

獣
に

よ
る

農
林

業
へ

の
被

害
を

未
然

に
防

止
し

、
地

域
住

民
の

生
活

安
全

と
産

業
の

振
興

に
資

す
る

。

【
主

な
増

減
】

給
料

2
,
6
3
7
（

フ
ル

タ
イ

ム
会

計
年

度
任

用
職

員
給

料
）

、
職

員
手

当
等

7
1
8
（

期
末

手
当

3
8
2
外

）
共

済
費

1
,
0
7
6
（

共
済

組
合

負
担

金
4
1
4
、

社
会

保
険

料
6
1
7
外

）

【
事

業
内

容
等

】
有

害
鳥

獣
駆

除
員

（
会

計
年

度
任

用
職

員
1
名

）
の

採
用

に
係

る
給

与
等

の
追

加
。

産
業

課
（

農
林

）

議
案

ペ
ー

ジ
事

務
・

事
業

予
算

名
予

　
　

算
　

　
額

財
源

内
訳

説
明

（
事

業
の

目
的

・
主

な
増

減
等

）
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■
議
案
第
2
号
関
係
　
令
和
6
年
度
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
1
号
）
　
事
務
事
業
別
説
明
資
料

課
　

名

１
２

款
：

諸
支

出
金

　
　

２
項

：
特

別
会

計
繰

出
金

　
　

１
目

：
繰

出
金

（
単

位
：

千
円

）

新 継
補

正
前

の
額

補
正

額
補

正
後

の
額

2
6
6
,
5
0
7

3
,
5
1
5

2
7
0
,
0
2
2
一

般
財

源
3
,
5
1
5

5
0

継
繰

出
金

【
事

業
目

的
】

各
特

別
会

計
へ

の
一

般
会

計
負

担
分

。

【
主

な
増

減
】

繰
出

金
3
,
5
1
5
（

国
民

健
康

保
険

特
別

会
計

繰
出

金
）

【
事

業
内

容
等

】
特

別
会

計
に

お
け

る
４

月
補

正
に

係
る

繰
出

金
の

増
額

。

総
務

課
（

財
政

）

議
案

ペ
ー

ジ
事

務
・

事
業

予
算

名
予

　
　

算
　

　
額

財
源

内
訳

説
明

（
事

業
の

目
的

・
主

な
増

減
等

）
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